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 地球温暖化対策に無関心だったトランプ政権がバイデン政権に代わることによりアメリ
カの取り組みが活発になることが期待されている。しかし、この 4 年間に地球温暖化その
ものが歩みを止めていたわけではなく、またアメリカ連邦政府以外ではさまざまな対策が
講じられてきたので、地球温暖化対策における課題についての議論の動向を紹介したい。 
 松本哲人「温暖化防止を阻む『認識』と『政策』の壁」（『日経ビジネス』2020 年 7 月 6
日号）と「脱炭素と経済の両立成否を握る 3 つの技術」（『日経ビジネス』2020 年 7月 13日
号）は、まず地球温暖化は現実に起きており、それは人間の経済活動による二酸化炭素排出
量の増加が原因であると明言している。そのうえで対策について議論を進める。炭素税の導
入（排出権の取引）によって二酸化炭素排出量削減の誘因を与えることが経済学的には好ま
しいが、具体的な削減の方法や代替案については市場メカニズムが必ずしも適切に機能し
ない場合もあり、また政治的要素も入ってくるので実行が難しくなる。 
 たとえば、所得当たりのエネルギー消費やエネルギー当たりの二酸化炭素排出量は省エ
ネルギー技術の進歩によって改善しているのだが、世界経済が成長し所得が増えているの
で二酸化炭素の排出総量はなかなか減らない。電気自動車はいかにして化石燃料に頼らず
発電するかが重要である。また、天然ガス自動車・電気自動車・燃料電池車はガソリンスタ
ンドほど充填設備が整っておらず、このことが低炭素自動車の普及を妨げ、それがさらに充
填設備への投資を抑制することになっているので、民間任せでなく政府の誘導が必要にな
る。また、新しい自動車や発電所は二酸化炭素排出量を減らす技術を擁しているが、旧式の
自動車・火力発電所を一斉に廃棄するわけにもいかないので脱炭素には時間がかかる。また、
エネルギーを輸入に依存することを国家安全保障上問題視する国が国内産の石炭の使用を
続けたがる。さらに、期待されている再生可能エネルギーは自然条件に左右され、発電と消
費の時間がずれることも多いので蓄電技術の進歩を伴う必要がある。 
 森田充信「再生可能エネルギーの経済学的考察と大量導入に向けた電力市場の将来性」
（法政大学経済学部『経済志林』第 87 巻、第 3・4 号、2020年）は、風力・太陽光など再
生可能エネルギーによる発電は、自給目的で行っているうちはよいが、余剰電力の買い取り
が必要になったり、また再生可能エネルギー発電の企業が参入した場合、いかに電気を送配
電するか、ということを解決しなければならないことを指摘している。従来の１つの電力会
社が大きな火力発電所で発電して自社の電線ネットワークで送電し家庭に配電するという



システムを根本的に変えなければならないのである。 
 飯田哲也「『緑の復興』の中心として期待される再生可能エネルギー」（『地銀協月報』2020
年 7月号）と松橋啓介「脱炭素社会の交通の姿」（『商工金融』2020年 8 月号）は、技術の
進歩と社会の意識変化が急速に起こっており、再生可能エネルギーは傍流でなく主流のエ
ネルギー源とみなされるようになり、むしろ化石燃料は保有していて利用されない「座礁資
産」になる恐れがあること、自動車もハイブリッド車のような低炭素でなく電気自動車のよ
うな脱炭素に向かっていると指摘している。上記の松本論文に比べると楽観的だが、同時に
日本企業はこの流れに乗り遅れると国際競争力を失うことになると警鐘を鳴らしている。 
 金谷扇「環境団体、株主として迫る」（『Nikkei ESG』2020 年 9月号）は欧州の企業にお
いて環境保護団体が株主として環境保護の取り組みを行うことを株主提案している事例を
紹介している。否定されることが多いが経営陣もその声を無視できない。ある程度の規模の
株主は、保有株を売却すれば株価が下がり他の株主に迷惑がかかるので、経営に不満があっ
ても安易に売却できないが、経営者に意見を言うことができる。営利企業であっても環境に
対する意識を変わらざるをえないのである。 
 芝川正「脱炭素に向けて金融が果たすべき役割と課題」（『金融財政事情』2020 年 7 月号）
によれば、地球温暖化は異常気象がもたらす災害による「物理的リスク」、地球温暖化の原
因とみなされて責任を問われることによる「賠償責任リスク」、さらに、環境保護への移行
のなかでの資産価値の変化による「移行リスク」（上述のように化石燃料が利用できなくな
り油田・炭鉱の資産価値が下落する）を生じさせるので、金融機関はそれに備えなければな
らない。一方、金融機関にとって融資先企業の ESG(Environment, Social, Governance)を考
慮する ESG金融が世界的なトレンドになっている。しかし、これはグローバルなメガバン
クだけでなく、わが国の地方銀行でも地域課題解決のために求められていることでもある。 
 このように地球温暖化対策は技術開発だけでなく、それをいかに実装するかについての
知恵が重要であり、文理横断的・学際的取り組みが求められているのである。 


